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税効果会計を行うに当たっては、繰延税金資産の回
収可能性、課税所得の見積り、連結税効果、組織再編
に係る税効果、連結納税制度を適用する場合の税効果
会計など、実務上の論点が多岐にわたっています。本
連載では、実務で直面する諸問題の解決に資するよう、
税効果会計に関する実務上の論点をシリーズで分かり
やすく解説します。
第1回の本稿では、個別財務諸表における税効果会
計に関する実務論点のうち、繰延税金資産の回収可能
性に関する論点を取り上げます。
なお、文中の意見にわたる部分は、筆者の私見であ
ることをあらかじめお断りします。

1. 繰延税金資産の回収可能性の判断
繰延税金資産の基礎となる将来減算一時差異及び繰
越欠損金は、その解消及び相殺時に課税所得の計算上
減額されるものです。従って、繰延税金資産の回収可
能性は、繰延税金資産に将来の税金負担額を軽減する
効果があるかどうかを判断することになります。将来
減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金
資産が、将来の税金負担額を軽減する効果を有するか
どうかは以下の3項目に基づき判断するものとされて
います（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針
（以下、回収可能性適用指針）6項）。

2. 企業の分類と繰延税金資産の回収可能性に関する論点
回収可能性適用指針では、収益力に基づく一時差異
等加減算前課税所得等に基づいて繰延税金資産の回収
可能性を判断する際には、一定の要件に基づき企業を
分類し、当該分類に応じて、回収が見込まれる繰延税
金資産の計上額を決定することとしており、（分類1）
から（分類3）までの企業に該当するか否かの判断基準
として、過去（3年）及び当期の「課税所得」を用い
るとともに、「近い将来に経営環境に著しい変化が見
込まれない」こと等、＜表1＞のとおりの要件を定め
ています（回収可能性適用指針15項、17項（1）、19

項（1）22項（1））。また、各分類における原則的な回収
可能性の判断は＜表2＞のとおりとされています（回
収可能性適用指針18項、20項、23項、27項、31項）。
これら企業の分類と繰延税金資産の回収可能性に関
して以下の点が論点となると考えられます。

（1）繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針にお
ける課税所得の概念
回収可能性適用指針における企業の分類の要件に用
いられている「課税所得」は、繰越欠損金控除「前」
か、繰越欠損金控除「後」のどちらで考えるのかが論
点となります。
この点、回収可能性適用指針3項（7）において、課
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税所得の定義上、繰越欠損金には言及していません。
また、同適用指針において、将来減算一時差異が解消
した時に税金負担額を軽減したかどうかに関する実績
を把握するために課税所得を使用することとしており
（回収可能性適用指針58項）、繰越欠損金が税金負担額
を軽減したかどうかには言及していません。このため、
企業の分類に当たって用いる「課税所得」は、繰越欠
損金控除「前」の概念を前提としていると考えられま
す。これは、企業の分類の判定における過去の「課税
所得」が、将来において繰延税金資産の回収可能性を
判断するための指標として用いられるものであるため
です。

（2）税務上の欠損金が発生した場合の（分類3）の要件
への当てはめ
＜表1＞のとおり、（分類3）の要件の一つは、臨時
的な原因により発生したものを除いた課税所得が大き
く増減しているというものですが、「課税所得」とさ
れていることから、税務上の欠損金が生じた場合に
は、（分類3）に該当しないのかが論点となります。
この点、回収可能性適用指針第22項（2）なお書きで

は、（分類3）の要件における「課税所得」は、負の値
となる場合を含むとされています。従って、課税所得
が大きく増減した結果として重要でない税務上の欠損

金が生じたとしても、それをもって（分類3）の要件か
ら外れるものではないと考えられます。

（3）（分類5）に該当する企業の税効果
＜表2＞のとおり、回収可能性適用指針では（分類

5）に該当する企業は、原則として、繰延税金資産の
回収可能性はないものとされていますが、（分類5）に
該当する企業は、繰延税金資産を計上することはでき
ないのかが論点となります。
この点、（分類5）に該当する企業においては、原則

として、将来年度の会社の収益力に基づく一時差異等
加減算前課税所得により回収される繰延税金資産の回
収可能性はないと考えられます。ただし、スケジュー
リングの結果、将来加算一時差異の解消見込額と相殺
可能な将来減算一時差異の解消見込額※に関して、回
収可能と判断される場合には、（分類5）に該当する企
業であっても、当該将来減算一時差異に係る繰延税金
資産を計上するものと考えられます。なお、（分類4）
に該当する企業においては、翌期の一時差異等加減算
前課税所得の見積額に基づきスケジューリングを行い、
繰延税金資産を見積ると定められていますが、翌期以
降に解消見込の将来加算一時差異がある場合の取扱い
は前記（分類5）に該当する企業と同様であると考えら
れます。

▶表2　各分類における原則的な回収可能性の判断

▶表1　（分類1）から（分類3）までの要件
分類 要件

1
• 過去（3年）及び当期の全ての事業年度において、期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得が生じている
• 当期末において、近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれない

2

• 過去（3年）及び当期の全ての事業年度において、臨時的な原因により生じたものを除いた課税所得が、期末における将来減算一時差異
を下回るものの、安定的に生じている

• 当期末において、近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれない
• 過去（3年）及び当期のいずれの事業年度においても重要な税務上の欠損金が生じていない

3

• 過去（3年）及び当期において、臨時的な原因により生じたものを除いた課税所得が大きく増減している
• 過去（3年）及び当期のいずれの事業年度においても重要な税務上の欠損金が生じていない
• 過去（3年）において、重要な税務上の欠損金に繰越期限切れとなる事実がない又は当期末において、重要な税務上の欠損金の繰越期限
切れが見込まれない

分類 回収可能性の判断
1 繰延税金資産の全額について回収可能性がある
2 スケジューリングの結果として繰延税金資産を見積る場合、当該繰延税金資産は回収可能性がある

3
将来の合理的な見積可能期間（おおむね5年）内の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、当該見積期間の一時差異等のスケ
ジューリングの結果、繰延税金資産を見積る場合、当該繰延税金資産は回収可能性がある

4
翌期の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、翌期の一時差異等のスケジューリングの結果、繰延税金資産を見積る場合、当
該繰延税金資産は回収可能性がある

5 原則として、繰延税金資産の回収可能性はない

※　各年度で相殺し切れなかった額について、税務上認められる繰越・繰戻期間内で相殺可能なケースを含む。
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